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瀬戸内の
恵まれた

風土と市
民の絆の

もと、

誰もが安
全・安心

で快適に
生活でき

るまち

将来像４

目
標
像

基
盤

1  防災・減災
① 地域の防災意識の醸成・防災知識の普及
② 情報伝達手段の構築
③ 避難体制の整備
④ 防災対応力の強化
⑤ 流域治水の推進

2  交通安全・防犯・消費者行政
① 交通安全の意識啓発と交通環境の整備
② 防犯活動の推進
③ 消費者行政の推進
④ 暴力追放活動の推進
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成果指標名 現在の値（R4） 最終目標（R10）
避難の呼びかけ体制構築組織（累計）（組織）

（年度） ６組織 17 組織

竹原市防災情報メール登録者数（累計）（人）
（各年３/31 現在） 3,219 人 4,000 人

民間企業等との災害協定の締結数（累計）（件）
（各年３/31 現在） 61 件 80 件

地域防災リーダー＊育成人数（累計）（人）
（各年３/31 現在） 104 人 200 人

本川内水氾濫対策事業達成率（％） ０% 100%

●全国各地で地震や風水害が発生し、南海トラフ
巨大地震の発生も想定されるなど、災害はいつ
どこで起きてもおかしくない状況と言えます。

●平成 30 年７月豪雨災害では、土砂災害などに
より市民の尊い命が失われ、家屋やインフラ、
ライフライン＊などに大きな被害が発生し、本
市の指定避難所も浸水被害を受けるなど、市民
生活に大きな影響を与えました。さらに、令和
３年においても豪雨により市内各所で浸水被
害、道路の寸断による一部地区の孤立などが発
生し、豪雨災害が激甚化・頻発化しています。

●自助・共助の基盤となる市内全域で組織された
自主防災組織

●災害による被害を最小限に抑えるため、道路
や河川等の公共施設の強靱化を推進するととも
に、市民の防災・減災に対する意識の醸成や知
識の普及へ向けた継続的な取組が必要です。

●災害から市民の命を守るため、正確な情報が迅
速かつ的確に伝わる、情報弱者等にも配慮した
情報伝達手段の構築が必要です。

●災害の種類に応じた避難所の設置、自分で避難
できない人の把握や避難するための支援体制が
必要です。

●災害発生時には、行政・市民・地域・企業等が
一丸となった対応が必要です。

課 題

竹原市の強み

成果指標

防災・減災1

自助・共助・公助が一体となって、
災害に強いまちになっている

現 状

10
年
後
の

目
指
す
姿
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◯地域の防災活動を積極的に推進するため、
地域の防災リーダーとして助言・指導でき
る人材を養成します。

◯市民に避難指示等の発令基準を理解しても
らい、避難のタイミング等の認識を深めて
もらうため、出前講座や防災訓練等あらゆ
る機会を捉えて啓発します。

取組の方向性

●地域防災リーダー＊の育成
● 防災訓練等による災害発生前の避難のタ
イミングの周知　など

主
な
取
組

① 地域の防災意識の醸成・防災知識の普及

◯市や県等の関係機関からの気象情報や避難
所等の防災情報を迅速かつ的確に伝達する
ため、出前講座や防災訓練等あらゆる機会
を捉えて、防災情報メールやＳＮＳ＊の登
録の促進や気象・避難情報の入手方法の周
知、また、情報伝達手段の多様化を図り、
効果的な情報伝達システムを構築します。

◯万が一の武力攻撃に備え、J アラート（全
国瞬時警報システム）や緊急速報メールに
よる迅速な情報提供の徹底と、国などと連
携した危機管理体制の充実・強化を図りま
す。

◯避難行動要支援者＊ を把握するとともに、
関係者間で情報共有を図り、多様な関係者
と連携した個別避難計画を作成することに
より、災害時に避難行動要支援者が円滑か
つ迅速に避難するための支援体制を整えま
す。

◯災害の種類と避難行動要支援者の状況に応
じた避難場所の見直しを進め、地域住民が
主体となって自主避難所の開設や運営を行
える仕組みづくりに取り組みます。

◯避難すべき人の逃げ遅れをなくすために、
広島県と連携し、住民自治組織等を対象と
した避難の呼びかけ体制を構築します。

●防災情報メールやＳＮＳの登録の促進
●気象・避難情報の入手方法の周知
● Ｊアラート（全国瞬時警報システム）等
を活用した迅速な情報提供の徹底　など

● 避難行動要支援者の把握と避難の支援体
制づくり

● 災害の種類等に応じた避難所の見直し・
機能強化

● 住民による自主避難所の開設や運営の仕
組みづくり　など

主
な
取
組

主
な
取
組

② 情報伝達手段の構築

③ 避難体制の整備
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関連する
分野別

個別計画

●竹原市地域防災計画　平成 20（2008）（平成 29（2017）年度改正）年度～
●竹原市災害時要援護者避難支援プラン　平成 23（2011）年度～
●竹原市国民保護計画　平成 18（2006）年度～
●竹原市強靱化地域計画　令和２（2021）年度～
●竹原市災害時受援計画　令和３（2022）年度～
●本川流域水害対策計画　令和５（2023）年度～

◯あらゆる災害に備えるため、他の自治体や
企業等と災害協定の締結を進めるなど、連
携・協力体制を構築します。

◯大規模災害発生時に、職員や庁舎の被災に
より行政機能が低下する中であっても、円
滑に災害応急対策に取り組めるよう、外部
からの応援受入体制を構築します。

◯消防署、消防団、医療機関等との連携を通
じて、消防・救急体制の強化を推進します。

◯消防団の活性化を推進するため、活動内容
の周知などにより市民への理解と協力を求
め、若年層の入団促進を図ります。

●他の自治体や企業等との災害協定の締結
●消防署等と連携した消防・救急体制の強化
●消防団の活性化のための若年層の入団促進

　など

主
な
取
組

④ 防災対応力の強化

◯流域治水＊により、氾濫をできるだけ防ぐ・
減らすための対策、被害対象を減少させる
ための対策、被害の軽減のための対策につ
いて計画的・効果的に取り組みます。

● 本川流域の特定都市河川＊の指定による総
合的な治水対策

●東野地区浸水対策事業の推進
●治水安全度の向上を図るため、ポンプ所の
新設・増強、遊水池等の浚渫＊、雨水貯留
施設の整備

●可搬式エンジンポンプによる内水氾濫の軽
減対策　など

主
な
取
組

⑤ 流域治水の推進

本川流域水害対策協議会
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避難所開設訓練

総合防災訓練

地域防災リーダー＊研修会



２　
後
期
基
本
計
画

92

成果指標名 現在の値（R4） 最終目標（R10）
交通事故発生件数（人口 1,000 人当たり）（件）

（暦年） 1.06 件 1.00 件

交通事故死亡者数（人口 1,000 人当たり）（人）
（暦年） 0.13 人 0.00 人

竹原警察署管内刑法犯罪認知件数（人口 1,000
人当たり）（件）

（暦年）
3.65 件 3.00 件

振り込め詐欺等の特殊詐欺被害件数（件）
（暦年） ５件 ０件

●本市及び広島県全体の交通事故件数は、減少傾
向にありますが、交通事故死亡者数は、増加傾
向となっており、本市の人口 1,000 人当たりの
交通事故死亡者数は広島県平均を上回っていま
す。

●本市で発生する人口 1,000 人当たりの犯罪認
知件数＊は、過去３年間、広島県平均を下回っ
ていますが、横ばいとなっています。

●本市の人口 1,000 人当たりの特殊詐欺＊被害件
数・１件当たりの被害金額ともに、過去３年間
では、広島県平均を上回っており、増加傾向と
なっています。

●市民や関係機関の連携による交通安全活動や防
犯活動

●いつでも相談でき、迅速できめ細かな対応がで
きる消費生活相談窓口

●高齢者の交通事故が増えており、今後もさらに
増加が見込まれ、高齢者をはじめとして交通事
故を未然に防ぐ取組が必要です。

●犯罪を未然に防ぐために、犯罪が起きにくい公
共空間や環境を、地域や関係機関等と連携して
築いていくことが必要です。

●特殊詐欺の手口が年々巧妙化しており、被害防
止の啓発や関係機関の情報共有・連携強化など
の対策が必要です。

●市民や関係機関と連携し、暴力団を追放するた
めの活動を進めていくことが必要です。

課 題

竹原市の強み

成果指標

交通安全・防犯・消費者行政2

交通事故や犯罪を未然に防ぎ、市民の安全
が確保され、安心な暮らしが築かれている

現 状

10
年
後
の

目
指
す
姿
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◯関係機関と連携し、高齢者の特性に応じた交通安全
教室や交通ルールの遵守、交通マナーを習慣付ける
ための普及啓発活動を推進します。

◯市民や関係機関と連携し、危険箇所へのカーブミ
ラーなどの交通安全施設の整備やゾーン 30 ＊の取
組など、事故が起こりにくい環境を整備します。

取組の方向性

●交通安全の普及啓発活動の推進
● 交通安全施設の整備など事故を
防ぐための環境の整備　など

主
な
取
組

① 交通安全の意識啓発と交通環境の整備

交通安全街頭キャンペーン 暴力団追放総決起集会街頭パレード

◯防犯パトロールなど、地域や防犯活動団体と連携し
た防犯活動を実施するとともに、街路灯整備など、
犯罪が起きにくい公共空間や環境の整備に努めま
す。

◯広報誌や消費者月間（５月）などを活用し、特に若
年層に対して消費生活に関する啓発活動を推進しま
す。

◯消費生活の安定・向上や特殊詐欺＊被害の未然防止
のため、関係機関と連携し、的確な消費生活情報の
提供や相談体制の確保に努め、被害の防止や拡大防
止に向けた取組を推進します。

◯関係機関と連携し、暴力団への知識を深めるための
学習機会を確保するとともに、「暴力団追放３ない
運動プラス１（利用しない、恐れない、金を出さな
い、交際しない）」を推進するため、暴力団追放総
決起集会等を通じて広く市民に周知し、市民の暴力
追放意識を高めます。

● 地域や防犯活動団体が実施する
防犯活動への支援

● 犯罪が起きにくい公共空間・環
境の整備　など

●消費生活に関する啓発活動の強化
● 被害防止・被害拡大防止に向け
た関係機関との連携強化

● 的確な消費生活情報の提供や相
談体制の確保　など

● 関係機関と連携した学習機会の
確保

● 暴力団追放総決起集会などを通
じた暴力追放意識の醸成　など

主
な
取
組

主
な
取
組

主
な
取
組

② 防犯活動の推進

③ 消費者行政の推進

④ 暴力追放活動の推進




